
 

 

 

 

 

目黒区立高齢者福祉住宅条例の一部を改正する条例案の補足説明資料 

 

 

１ 経緯 

民法の債権関係の規定は、明治２９年に民法が制定された後、約１２０年間ほとん

ど改正されていなかった。 

今回の改正は、社会経済の変化への対応を図るため、判例や実務で適用している基

本的な規定について明文化することを目的に、平成２９年６月に改正され、令和２年

４月１日に施行される。 

 

  ・法務省ホームページ「民法の一部を改正する法律の概要」（別添資料１） 

  ・法務省パンフレット「民法（債権法）改正」抜粋（別添資料２） 

 

２ 概要 

  民法改正に伴い、公営住宅法が改正され、住宅の明渡しを求める際にその請求額の

算定に利用している利率を現行「年五分の割合」から「法定利率」となる。 

  目黒区高齢者福祉住宅条例においても、公営住宅法と同様に住宅の明渡請求に係る

利息について、年５パーセントと規定しているため（目黒区高齢者福祉住宅条例第３

３条第３項）、民法改正に伴い規定の整備を行う。 

 

以   上 

生活福祉委員会資料 

令和２年２月２６日 

健康福祉部高齢福祉課 







別添資料２ 

 

    

 



    


